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地域包括ケアの深化／地域共生社会の実現に向けた

諸課題と対応策
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【内容】
1. 地域包括ケアが求められる背景とは
2. 2040年を見据えた制度改正の方向性とは
3. 地域包括ケアの深化に向けた課題と対応策
4. 地域共生社会の実現に向けた課題と対応策

資料１



１．地域包括ケアが求められる背景とは
－人口構造の変化とそれに伴うニーズの変化－
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出所）国立社会保障・人口問題研究所：日本の将来推計人口（平成29年推計）より自作

2020～2040年間の人口構造の変化（全国）
ー85歳以上人口の急増と生産年齢人口減少の同時進行ー

2020年と2040年の年齢階級別人口の変化
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(-11.5%)

0-14歳 15,075 12.0 11,936 10.8 -3,139
(-20.8%)

15-64歳 74,058 59.1 59,777 53.9 -14,281
(-19.3%)

65-74歳 17,472 13.9 16,814 15.2 -658
(-3.8％) 

75-84歳 12,517 10.0 12,155 11.0 -362
(-2.9%) 

85歳
以上 6,203 4.9 10,237 9.2 4,034

(65.0%) 

再掲）
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(8.3%) 

再掲）
75歳以上
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(19.6%) 

年齢階級別人口の伸び率の推移
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人口構造の変化が医療・介護に及ぼす影響（主なもの）

出所）鳥羽研二：高齢者のニーズに応える在宅医療，平成25年度在宅医療・介護連携推進事業研修会
（国立長寿医療研究センター主催、2013年10月22日開催）、資料より引用

医療と介護の両方のニーズを有する高齢者の増加

年間死亡者数の増加

認知症高齢者の増加
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出所）内閣府：認知症年齢別有病率の推移等について、第2回認知症施策推進のための有識者会議
（2019年3月29日）、資料1より筆者作成
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医療・介護・福祉職の必要量の増加

出所）内閣官房・内閣府・財務省・厚生労働省：2040年を見据えた社会保障の将来見通し(議論の素材), 
2018年5月21日より作成（現状投影の場合）
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地域包括が求められる背景
ー人口構造の変化とそれに伴うニーズの変化の視点からー
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• 2040年にかけて、85歳以上人口が増加する。
⇒その結果、独居高齢者が増えていく。

• 医療と介護の両方のニーズを有する高齢者が増加していく。
• 病床数が年々減少しているなか、85歳以上の入院患者が増加していく。
• 死亡者数も2040年頃まで増加していく。
• 認知症高齢者が増加していく。
• 生活支援に対するニーズを有する高齢者が増加していく。

人口構造の変化

対象者／ニーズの変化

• 医療／介護／生活支援を包括的に提供するための体制づくりが必要となる
⇒そのため、地域包括ケアシステムの構築が必要となる。

• 多様な場面(日常療養時／急変時／入退院時／看取り期)で、医療と介護の
連携の強化が必要となる。

• 認知症高齢者、重度要介護者の生活を支えるための地域づくりが必要となる。

提供体制への影響



２．2040年を見据えた制度改正の方向性とは
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7出所）厚生労働省：社会保障改革の全体像、厚生労働省社会保障改革推進本部第5回会議（2011年12月5日）、資料2より引用

医療制度改革の視点からみた地域包括ケアシステムの位置づけ
ー退院後の地域での受け皿づくりー

医療制度改革の視点からみた地域包括ケアシステムの位置づけ



出所）「地域包括ケアシステムの構築に向けて」、第46回介護保険部会資料3（2013/8/28）に加筆

「医療・介護職による支援」と「多様な主体による生活支援」が
一体となって提供できる体制作りが「地域包括ケアシステム」である

8

専門職による支援体制

多様な主体による支援体制

※行政の中では、「医療」「介護」
「生活支援」を所管する組織が

通常異なるため、効果的な運営
に支障が出る場合がある。



9出所）厚生労働省HPより引用

高齢者を主対象とする「地域包括ケアシステム」から
全世代を対象とした「地域共生社会」へ



地域共生社会の実現と２０４０年への備え

保険者機能の強化

制度の持続可能性の確保のための見直しを不断に実施

データ利活用のためのＩＣＴ基盤整備

介護保険制度改革

２．地域包括ケアシステムの推進
～地域特性等に応じた介護基盤整備
・質の高いケアマネジメント～

３．介護現場の革新
～人材確保・生産性の向上～

１．介護予防・地域づくりの推進
～健康寿命の延伸～

／「共生」･「予防」を両輪とする認知症施策の総合的推進

社会福祉・介護保険制度改革

２．社会福祉連携推進法人の創設
社会福祉法人の経営基盤強化、連携強化により、人材確保や地域貢献活動を後押し

① 相談支援
② 参加支援
③ 地域づくりに向けた支援

～ 一体的に実施するための体制整備 ～

１．包括的な支援体制の構築

社会福祉制度改革
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社会福祉・介護制度改革の全体像

出所）笹子宗一郎氏(厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課課長)：地域共生社会の実現を目指した国の施策動向とコロナ禍での対応，埼玉県立大学研究開発センター
シンポジウム2020 を一部改変

単に、「相談にのること」が目的ではなく、「相談
内容に応じた解決策を提示し、実際の解決に
つなげていくこと」が目的。
→多様な分野の支援者／団体を知り、つな
がっていないと対応は難しい。したがって、入口
対策としての窓口だけ作ってもダメ。入口と出
口の両方を用意する、かつ、相談対応者のス
キルをあげていく必要がある。



３．地域包括ケアの深化に向けた課題と対応策
ー地域包括ケアが「目指していること」の実現に向けてー
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高齢者が、たとえ認知症や重度な要介護状態になったとしても、住み慣れた地域で自分らしい
暮らしを、人生の最後まで続けられること。
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地域包括ケアが目指していること

•在宅医療提供体制の整備
•救急/入退院時の連携強化
•介護提供体制の整備
•看取り提供体制/看取り期における
医療・介護の連携強化

•生活機能の低下予防の推進
•生活習慣の見直しによる再発予防
の推進など

•地域に密着した関係者(自治会/民
生委員/社協等)のネットワークづくり

•各種支援者/民間企業等とのネッ
トワークづくり

•生活課題に応じた解決策の推進
(行政と生活支援コーディネーター、
上記関係者の連携)

•地域の社会資源の発掘と整理など

生活支援
•家族支援につながる保険給付サー
ビスの整備(緊急ショートステイ等)

•保険給付以外の家族支援体制の
整備(サロン/通いの場づくり等)

•ヤングケアラーへの支援(新たな課題
として)

•家族支援を行っている団体等への
委託など

家族介護者・本人支援医療・介護／予防

•ケアマネジャーの課題解決力の向上
•自治体の事業マネジメント力の向上
•地域課題の把握～関係者間での
共有～課題解決策の検討・実施～
モニタリング～計画見直しといった
PDCAの展開力の向上

•地域課題の解決に資する社会資源
の発掘と整理など

ケア／事業／地域のマネジメント
•予防の推進(通いの場などでの生活
習慣の確認と見直し/介護予防の
推進)

•本人発信に基づく支援の展開と社
会参加の促進

•早期発見/早期対応策の推進
•家族支援(サロン/ピア活動)
•生活しやすい地域環境の整備など

認知症への対応

•処遇改善
•多様な人材の確保/育成
•離職防止/定着促進
•ロボット/ICTの活用等を通じた生産
性の向上

•間接業務負担軽減(文書量削減)
•介護助手などへの間接業務の一部
移行など

人材確保

地域包括ケアの目的と目的達成に必要な要素（テーマ別）



国の施策展開のこれまでと今後に向けた課題

地域包括ケアを構成する各要素や対象者別に、事業や様々なツールを用意してきた。
• 在宅医療・介護の連携強化→在宅医療・介護連携推進事業の新設
• 生活支援体制の充実→生活支援体制整備事業の新設
• 認知症対策の強化→地域支援施策推進事業などの新設
• 保険者機能の強化→保険者機能強化推進交付金等の新設 など
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国の施策のこれまで

事業やツールを用意してきたが、必ずしも機能していない部分がある。
• ケアマネジャーのマネジメント力（保険サービス中心のケアプラン、医療との連携等）
• 保険者の事業／地域マネジメント力（現状把握が弱い、課題分析が行われていな
い、対症療法的な対策になっている、関係者の解決力を統合できていない）

• 課題解決につながる相談対応(相談対応が目的化、社会資源の把握が不十分等）
ゴールが十分認識されないまま、部分的な要素の整備を促すような形になっていた。
• 例えば、認知症サポータであれば、最終的には、認知症の人や家族の支援に、直接・
間接的に関わってもらうことを狙っているかと。しかしながら、自治体に「認知症サポー
ターの養成」と示すと、養成すること自体が目的になってしまう自治体が出てくる。

現状・課題

事業やツールを用意する段階から、結果につながる方法論を定着させる段階へ
→課題解決力の強化を重点課題とすべき。
ゴールとそこまでの道筋を見せながら、直近で行うことを示す方法へ。

今後に向けて



例）ゴールを設定した上で、ゴールまでの実施手順を整理する
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認知症サポーターを例に考えてみる。ゴールとしては、①認知症サポーターを養成すること、②認知症サ
ポーターにサロンの運営などに参画してもらうことなどが設定できますが、あなたはゴールをどう設定します
か？
前者であれば、養成すればゴール達成になりますが、「認知症になっても、住み慣れた地域で暮らし続け
られるようにする」という目的は達成できていますか？ 養成すること自体が目的になっていませんか？
後者であれば、養成⇒運営者との交流⇒支援内容のマッチング⇒支援内容や勤務方法などを具体的
に決めるなどの手順を踏むことになります。このように、ゴールに至るまでの手順を整理し、各手順を1つ1つ
クリアーしながら、ゴールを目指していく訳です。

ポイント

図. ゴールまでの手順を整理する
【目指していること(ゴール)】 認知症サポーターに、サロンの運営などに参画してもらうこと

＜Step1＞
養成講座を

企画する

＜Step2＞
養成講座を

開催する

＜Step3＞
サロン運営者
とサポーターの
交流会を開催
し、運営者の
「支援して欲し
いこと」を共有

する

＜Step4＞
後日、「支援
して欲しいこ
と」を地域包
括支援セン

ターでリスト化
し、サポーター
に配布する

＜Step5＞
サポーターは、
支援可能な

場所と内容を
返信する

＜Step6＞
マッチングでき
たサロン関係
者とサポーター
で具体的な
支援内容や
勤務方法を

詰める



４．地域共生社会の実現に向けた課題と対応策

15



16

担い手と住み慣れた地域で暮らし続けるために必要な要素の関係図
ー「新たなつながり」が生まれるように促し、そして支えるための仕組みと仕掛けの必要性ー

出所）令和2年度厚生労働白書ー令和時代の社会保障と働き方を考えるー［概要］より引用
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人と人をつなぐための様々な個々の活動は現存している
（但し、立上げ、継続、支援拡大など、各ステージで様々な課題を持っている）

出所）令和2年度厚生労働白書ー令和時代の社会保障と働き方を考えるー［概要］より引用



出所）厚生労働省：第147回市町村職員を対象とするセミナー「地域共生社会の実現に向けた動きと生活困窮者自立支援制度について」，パネルディスカッション資料より引用

厚生労働省が目指す
「多様な担い手の参画による地域共生に資する地域活動の普及促進」
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あなたが認知症の担当であったとします。
飲食店のデニーズは社会資源だと思いますか？
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認知症本人ミーティングを行っているデニーズは
社会資源だと思いますか？

組織名だけ知っていても社会資源とは認識できない。
何をやっているのか、どんな考えでやっているのかを知って、
初めて、「一緒に何かできないか」を考えるようになる。
次に、何をすべきかを考えて行動を起こす。

①活動内容を聞く機会を設ける。
②次に、相手に、自分が何をしたいかを伝える。
③そして、一緒に、どうやったら出来るかを考える。



1. 課題解決をしたい人（＝ニーズ側）、地域に何等かの貢献をしたいと思っている人（＝解決手段を有する側）
が交流できる「場」を用意すること（⇒場の提供）

2. 現場レベルで困っていること（地域ニーズ）を解決手段を有する側が知ること。逆に、どんな解決手段を有している
かを、ニーズ側が知ること（⇒相互理解の促進）

3. 課題解決に必要な知識やノウハウ、ネットワーク力を高めること（⇒解決力の向上）
4. 課題に関心を持つ関係者間でニーズや現状を共有し、解決手段を考えていくこと。また、具体的に展開していくこ
と（⇒プロジェクトの立上げと推進。地域単位での展開）

地域課題が多様化、複合化するなか、「多様な主体を交えながら、地域レベルで課題解決を図っていく力 （＝
地域課題解決力）」の強化が現在求められている。
本会議は、地域のニーズを知っている人、解決手段を持っている人の交流を促進することを通じて、①地域課題解

決力を高める（知識向上、ノウハウ獲得など）とともに、②具体的な課題解決に向けた行動・活動（＝プロジェク
ト）につなげ、その結果として、地域の課題解決に貢献することを目指す。

ゴール達成に向けて必要な4要素

本会議が目指すこと（ゴール）

大学主催の「地域包括ケアを推進するためのネットワーク会議」が目指す姿と
ゴール達成に向けて必要なこと

Step1
場の提供

Step2
相互理解の促進

Step3
解決力の向上

（知識ベース）

Step4
具体的展開

図１．ゴール達成に向けた手順のイメージ
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• 研究開発センターシンポジウム（2016～、年１回）
• 地域包括ケア推進セミナー（2018～、第２・４金曜、18時～）：①

①集合型研修

• 地域包括ケアマネジメント支援部門の立上げ（2020.10～）
• 第８期介護保険事業計画の受託 など

②現場やオンライ
ンでの個別支援

• ネットワーク会議（2018～、集合型、現在中止中）
• WEB版ネットワーク会議（2020.6～、第２・４金曜、19時～）：②
• WEB版エリアネットワーク会議（2020.8～、川口市、月1回）：①～③

③多主体ネット
ワークの構築と
運用
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当大学の地域課題解決に向けた取組みについて
ーゴール達成のための道具の準備ー

① 地域課題を知っている人と解決手段を持っている人が互いの取組を共有する「場」
② 課題の具体化，対策の方向性を検討できる「場」
③ 課題に対して，関係者間で具体的な議論が展開できる場

必要な３つの「場」



【取組状況①】会議を活用した現状・課題の把握(子どもの食支援を例に)
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現状把握

「食」を切り口とし
た子どもへの支援

【間接支援者】
フードバンク埼玉等

直接関与

【直接支援者】
子ども食堂関係者

県による支援者支援
（福祉部少子政策課／社会福祉
課、環境部資源循環推進課など）

支援

埼玉県
労働者
福祉
協議会

生協
・コープみらい
・生活クラブ
・パルシステム
・医療生協

埼玉県
農業協同
組合
連合会

埼玉県
労働組合
連合会

…

【間接支援者を支える正会員組織】

食材
提供

支援
支援

図2. 「子どもの食支援」の関係者の関係図

① 食材の確保・準備（運搬・保管・仕分けなど）
② 運営資金・活動拠点・スタッフの確保
③ 感染防止対策
④ 他組織(学校・医療機関等)とのつながりが弱い など

子ども食堂

出典： NPO法人全国こども食堂支援センター・むすびえ
の資料をもとに作成

図1. 子ども食堂数の推移

① 食材の入手拡大及び配布との量的バランスの確保
② 運営資金の確保
③ 限られた予算の中でのスタッフの確保
④ 配送コストの削減（当時の県内拠点：3か所） など

フードバンク埼玉(FB埼玉)

それぞれが抱えている課題の整理

地域住民

支援 寄附・食材提供

【課題１】地域保管拠点の整備を通じた地域完結型の流通システムの実現（⇒配送コスト削減にも寄与する）
【課題２】課題に応じた連携システムの整備と推進(子ども食堂と学校の連携、支援の多機能化(「食」「学習」「体験活動」の支援)  など）

解決すべき課題の抽出
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【取組状況②】地域資源の把握と共有への支援（北本市）

1. FB埼玉との連携打合せ(2020/12/14)
北本市社協は、市内の子ども食堂を増やすため、子ども
食堂の担い手研修などを実施。子ども食堂支援のため、
食材提供も実施していた。
FB埼玉のエリア拠点として活動しても良いとの話があり、
具体的連携に関して打合せを実施。

2. 大学主催のセミナー・NW会議への参加の打診
社協担当者にセミナー等を案内。2-3回参加される。
その後、エリアNW会議の開催を打診し、了解される。

3. エリアNW会議の開催に関する打合せ(2021/2/19)
エリアNW会議の実施方法や時期について意見交換を実
施。その中で、コアメンバーの選定を打診した。

4. 第1回コアメンバー会議(2021.3.24)
コアメンバーの自己紹介
経緯説明＆NW会議の目的を共有

5. 第2回コアメンバー会議(2021.4.14)
NW会議の内容／方法／時期に関する打合せ

6. 第3回コアメンバー会議(2021.5.28)
講演者／会議名称／プログラムに関する打合せ
開催日を7/10に確定。7月の「社協だより」に掲載

7. 第4回コアメンバー会議(2021.6.29)
講演者を確定(5名)
参加希望者の現状報告(30名程度が応募)
当日の運営方法の最終確認を実施

8. 第1回「きたもとごちゃまぜの会」を開催(2021.7.10)
参加者数は約50名

主な経過



                    資料２ 
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令和３年 10 月 12 日 

地 域 包 括 ケ ア 推 進 本 部 会 議 

 

令和３年度 関東信越厚生局地域包括ケア推進事業の実施状況及び今後の予定について 

                  

１．会議等の実施予定 

（１）関東信越厚生局地域包括ケア推進本部会議 

  ① 実施時期 年２回開催（４月：資料送付、10 月） 

  ② 場  所 さいたま新都心合同庁舎１号館７階 第一会議室 

  ③ 実施概要 管轄区域内における地域包括ケアシステムの構築を推進するため、

国の視点から都県及び市区町村等に対する必要な支援について協議す

るとともに、地域の特性に応じた地域包括ケアシステムの構築に資す

る具体的な支援を実施することを目的として開催 

 

（２）地域包括ケア推進都県協議会 

① 実施時期 年１回程度開催（６月：資料送付及びアンケート実施） 

② 実施概要 地域包括ケアシステムの構築の支援を的確に実施するため、都県地

域包括ケア関係者の意見交換を目的として開催 

 

（３）地域包括ケア推進都県協議会分科会 

① 実施時期 年２回程度開催（６月、10 月） 

② 場  所 さいたま新都心合同庁舎１号館会議室 

③ 実施概要 都県担当者間の情報交換を目的にテーマ別に開催 

 

【実施結果】 

○ 令和３年度第１回地域包括ケア推進都県協議会分科会 

  ア．日  程 令和３年６月 16 日 

  イ．場  所 さいたま新都心合同庁舎１号館会議室（ハイブリット開催） 

  ウ．参加対象 自治体職員等 

エ．実施概要 総合事業等の充実のための市区町村支援研修会～都県による市区

町村支援を考える～をテーマに開催 

（講師）厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課 

   

○ 令和３年度第２回地域包括ケア推進都県協議会分科会 

  ア．日  程 令和３年 10 月１日 

  イ．場  所 さいたま新都心合同庁舎１号館会議室（オンライン開催） 

  ウ．参加対象 都県職員 

エ．実施概要 保険者機能強化推進交付金等に係る意見交換会 
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（講師）厚生労働省老健局介護保険計画課 

 

（４）さいたま新都心意見交換会 

① 日  程 令和３年１２月頃 

② 場  所 さいたま新都心合同庁舎１号館会議室 

③ 参加対象 関東農政局、関東経済産業局、関東地方整備局、関東運輸局 

④ 実施概要 他省庁支分部局との連携を推進するため、取組などの情報共有、意

見交換を目的に開催 

 

２．セミナー等の実施予定 

（１）地域包括ケア応援セミナー 

① 実施時期 年２回程度開催（８月、11 月） 

② 場  所 さいたま新都心合同庁舎 1号館等又は地方開催 

③ 参加対象 自治体、一般等 

④ 実施概要 自治体等の地域包括ケアに関する関心事に対し、講習会形式により

セミナーを開催し自治体を支援 

 

【実施結果】 

○ 令和３年度第１回地域包括ケア応援セミナー 

  ア．日  程 令和３年８月４日 

  イ．場  所 さいたま新都心合同庁舎２号館関東地方整備局会議室（オンライ

ン） 

  ウ．参加対象 自治体、一般等 

エ．実施概要 「関係部局が連携した居住支援の推進」～多様な住宅確保要配慮

者への支援を見据えて～をテーマにセミナーを開催 

（講師）白川泰之日本大学教授、関東地方整備局、関東地方更生保護委員

会、中野区、企業等 

オ．共催関係 関東地方整備局、関東地方更生保護委員会及び東京矯正管区との

共催 

 【開催予定】 

○ 令和３年度第２回地域包括ケア応援セミナー 

  ア．日  程 令和３年 11 月１日 

  イ．場  所 栃木県総合文化センター サブホール 

  ウ．参加対象 自治体、一般等 

エ．実施概要 「地域での支え合い、助け合いによる移動・外出支援」をテーマ

にセミナーを開催 

（講師）厚生労働省老健局認知症施策・地域介護推進課、NPO 法人全国移

動サーピスネットワーク、NPO 法人植野たすけあい、秦野市等 
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オ．共催関係 栃木県及び栃木県社会福祉協議会との共催 

 

（２）事例研究会 

  ① 日  程 年２回程度開催（未定） 

  ② 場  所 さいたま新都心合同庁舎１号館会議室又は地方開催 

  ③ 参加対象 自治体職員等 

④ 実施概要 自治体等の地域包括ケアに関する事例について、非公開のグループ

ワーク形式での意見交換の機会を提供し、理解促進を支援 

       認知症をテーマに、社会福祉法人浴風会 認知症介護研究・研修東

京センターに講師を依頼し開催予定 

    

（３）マッチングセミナー  

  ① 日  程 令和４年２月頃 

  ② 場  所 未定（オンライン開催を予定） 

  ③ 参加対象 自治体、事業者等 

④ 実施概要 地域包括ケアに関し、外部の力を求めたい「自治体」と、貢献意欲

のある「大学」、「社会福祉法人」、「医療法人」、「民間企業」等を結び

付ける 

 

（４）農福連携に関するセミナー 

  ① 日  程 令和４年２月頃 

  ② 場  所 未定 

  ③ 共催関係 関東農政局との共催予定 

 

３．認知症サポーター養成講座の開催予定 

（１）実施時期 随時 

（２）参加対象 関東信越厚生局職員、他の省庁の支分部局職員 

 

【開催予定】 

① 茨城事務所 

 ア．日  程：令和３年 11 月 15 日（月） 

 イ．場  所：水戸地方合同庁舎 共用大会議室 

 ウ．講  師：認知症ケア研究所 高橋克佳統括管理者 

② 山梨事務所 

 ア．日  程：令和３年 12 月９日（木） 

 イ．場  所：甲府合同庁舎 共用大会議室 

 ウ．講  師：山梨県立介護実習普及センター 大森舞子主事 

③ 本局 
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 ・ 企画研修として本局職員等を対象として実施予定 

 

４．その他 

（１）地域支援事業交付金執行事務 

   地域支援事業交付金について、老健局と連携を図りながら、地域支援事業交付金

交付要綱に基づく管内都県の交付決定事務を行う 

 

【実施】令和３年６月～９月 令和２年度実績報告の内容審査 

    令和３年９月 個別協議申請見込み調査依頼、過年度分の再確定依頼 

【日程】令和３年 10 月 個別協議申請見込み調査取りまとめ、過年度分の再確定取り

まとめ 

    令和３年 11 月 当初交付金事前協議依頼、総合事業調整交付金調べ依頼 

    令和３年 12 月 当初交付金事前協議取りまとめ、総合事業調整交付金調べ取

りまとめ 

    令和３年 12 月～令和４年１月 当初交付金申請依頼 

    令和４年１月～３月 令和２年度実績報告の確定、過年度分の再確定 

令和４年２月 当初交付申請取りまとめ、交付決定  

 

（２）地域医療介護総合確保基金（介護施設整備分・介護人材確保分）関係業務 

   老健局と連携を図りながら、令和元年度実施していたヒアリング及び事業量調査

に加え、交付決定の事務を行う。 

 

【実施】ヒアリングはコロナウイルス感染状況を踏まえ中止とされ、事業量調査は本

省が実施した。 

【日程】令和４年２月 交付決定 

 

（３）高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施 

   保険局と連携を図りながら、後期高齢者医療財政調整交付金における特別調整交

付金審査事務の実施、一体的実施事業の状況調査及びヒアリングを行う。 

      

【実施】令和３年７月～９月 事業実施計画書の内容審査 

【日程】令和３年 10 月 事業実施計画書の回送 

令和３年 12 月 実施状況調査・ヒアリング 

令和４年２月 実施状況報告・ヒアリング結果報告 

 

（４）老人保健健康増進等事業 

  令和３年度老人保健健康増進等事業の実施 

 ① ICT を活用した都市型の生活支援ネットワークに関する調査研究事業 
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【実施】令和３年９月 10 日 第１回検討委員会（オンライン開催） 

【日程】令和３年 11 月 第２回検討委員会 

    令和４年２月 第３回検討委員会 

  ② 地域共生社会に向けた地域コミュニティづくりの拠点に関する調査研究事業 

【実施】令和３年 10 月８日 第１回検討委員会（ハイブリット開催） 

【日程】令和３年 11 月 第２回検討委員会 

     令和３年 12 月 第３回検討委員会 

    令和４年２月 第４回検討委員会 

 ③ コロナ後を見据えた在宅における高齢者自身によるフレイル予防促進に関する

調査研究事業 

【実施】令和３年９月７日 第１回研究会（ハイブリット開催） 

【日程】令和３年 10 月 第２回研究会 

    令和４年２月 第３回研究会 

 

（５）介護保険事業（支援）計画関係業務 

   介護保険事業（支援）計画に基づく取組の進捗状況、目標の達成状況や計画の推

進に当たっての課題等について、老健局と連携を図りながら、管内都県を通じて把

握し、当該都県等に対する必要な助言及び支援を行う。 

 

【日程】第８期計画の進捗管理状況に関するヒアリングを実施（令和３年 11 月～令

和４年２月） 

 

（６）介護予防・日常生活支援総合事業等の充実のための市町村支援 

   老健局及び該当都県と連携を図りながら、令和３年度介護予防・日常生活支援総

合事業等の充実のための厚生労働省職員派遣事業に協力する 

  ① 令和３年度の管内支援対象市町村（５県、８市町） 

   ア．Ａグループ（３回の訪問） 

     長野県長野市、長野県辰野町、新潟県長岡市、山梨県中央市、千葉県（※千葉

県は東金市及び富津市を含め計３回） 

   イ．Ｂグループ（１回の訪問） 

     埼玉県越谷市、埼玉県深谷市 

【実施】令和３年６月 エントリーシートの受付、市町村評価シート作成、本省報告 

    令和３年７月 15 日、17 日 支援対象市町村及び該当都県とのオリエンテー

ション（ハイブリット開催） 

令和３年７月～８月 支援対象市町村資料の収集、本省提出 

    令和３年８月 12 日 長野市・辰野町（１回目）（ハイブリット開催） 

    令和３年９月３日 長岡市（１回目）（ハイブリット開催） 

令和３年 10 月４日 中央市（１回目） 
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令和３年 10 月 11 日 東金市（千葉県１回目） 

【日程】令和３年 10 月 12 日 介護予防・日常生活支援総合事業等の実施プロセスに

関する調査研究事業 第１回委員会（ハイブリット開

催） 

令和３年 10 月 13 日 辰野町（２回目） 

令和３年 10 月 14 日 長野市（２回目） 

    令和３年 11 月８日 中央市（２回目） 

    令和３年 11 月 15 日 富津市（千葉県２回目） 

令和３年 11 月 16 日 川越市 

令和３年 11 月 30 日 長岡市（２回目） 

令和３年 12 月 第２回委員会（予定） 

    令和３年 12 月 20 日及び 21 日 長野市・辰野町（３回目） 

    令和４年１月７日 千葉県全体研修会（千葉県３回目） 

    令和４年１月 20 日 深谷市 

令和４年１月 21 日 中央市（３回目） 

令和４年１月 27 日 長岡市（３回目） 

令和４年２月 第３回委員会（予定） 

     令和４年３月 全体報告会の開催（予定） 

 


